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１. はじめに 

 2006 年の土木学会と日本建築学会の共同提言で示さ

れたように，南海地震や東南海地震で引き起こされると予

想される長周期地震動は，関東平野・濃尾平野・大阪平野

に位置する超高層ビルや長大橋などの長周期構造物に対

する現実的な脅威であり，これらの構造物または将来建設

される長周期構造物に適用できる経済的で効率的な振動

減衰装置の開発は社会的な要請である． 

筆者らは，減衰力としての摩擦力が変位の絶対値に比例

して増加する特性を有するせん断力部材型振動減衰装置

を提案している 1)．ここでは，この装置の原理を応用した

軸力部材型振動減衰装置（以下，減衰装置と略す．）を提

案し，最大振幅 20mm・最大減衰力 10kN の試作装置を用

いた往復載荷試験で得られた減衰力特性を報告する． 

 

 

２. 振動減衰装置の基本構造 

図－1 に減衰装置の作動直角方向断面図を示す．減衰装

置は，凹凸側支持板(1)，凹凸摺動機構(2&3)，中央軸力材

(4)，平面摺動機構(5&6)，平面側支持板(7)，側方軸力材(8)

および U 型板ばね(9)で構成される．凹凸摺動機構は，摺

動方向に逆向きで傾きが等しい二つの摺動面を有する凹

型摺動体(2)と凸型摺動体(3)で構成され，摺動体の摺動変

位の絶対値に比例して高さが増加する．平面摺動機構は二

つの平面摺動体(5& 6)で構成される． 

凹型摺動体は凹凸側支持板へ，凸型摺動体は中央軸力材

へ，それぞれボルトで連結される．二つの平面摺動体もそ

れぞれ平面側支持板と中央軸力材へボルトで連結される．

U 型板ばねの一端は凹凸側支持板へ，残りの一端は側方軸

力材へ，それぞれボルトで連結される．平面側支持 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

板は側方軸力材へボルトで連結される．凹凸側支持板，二

つの U 型板ばね，二つの側方軸力材および平面側支持板

はボルトで連結されることによって閉じた左右対称・上下

非対称形状の抵抗リングを形成する． 

提案の減衰装置は，凹凸摺動機構の摺動変位に伴い発生

する摺動機構の高さの変化を利用して，その高さの変化方

向に前述の抵抗リングを押し広げることによって，凹凸摺

動機構と平面摺動機構に摺動変位の絶対値に比例して増

加する圧縮力を作用させる．それらの機構の摺動面にはそ

の圧縮力に比例する摩擦力が摺動運動を妨げる方向に発

生する．減衰装置は中央軸力材と側方軸力材を介してこの

摩擦力を構造物に減衰力として作用させる． 

 

3. 減衰装置の力学特性 

図－2 に凹凸摺動機構の基本形状および摺動変位(u)と

高さの変化 (v)を示す．図は凹型摺動体 (2)が中立位置

(Neutral)を基準として正の摺動変位(u>0)を生じた状態を

表す． 0h は中立時の機構の高さである．凹型摺動体は互

いに傾きが逆の摺動面(10b&11b)を有し，凸型摺動体(3)は

互いに傾きが逆の摺動面(10a&11a)を有す．正の摺動変位

(u>0)では摺動面 11a と摺動面 11b が接触し，負の摺動変位

(u<0)では摺動面 10a と摺動面 10b が接触する．摺動機構

の高さの変化は次式で表される． 

v i u            (1) 

ここに，iは凹凸摺動機構の摺動面の勾配である． 

凹凸摺動機構の高さの変化の方向と平行な方向の抵抗

リングのばね定数を yS とすると，摺動機構に作用する圧

縮力(V)は次式で表される． 

0 0y yV V S v V i S u          (2) 
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図－1 作動直角方向断面図 
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図－2 凹凸摺動機構の基本形状 
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ここに， 0V は摺動機構の自重および与圧などによる初期

圧縮力である．ただし，凹凸摺動機構，平面摺動機構およ

び中央軸力材の圧縮変形を無視する． 

式の詳細な誘導は省略するが，減衰装置の軸力(H)と変

位(u)の関係は次式で表される． 

 0 yH V V iS u           (3) 

 は摺動面の勾配(i)，凹凸摺動機構の動摩擦係数 ( )c ，

平面摺動機構の動摩擦係数 ( )f および変位 ( )u と速度 ( )u
の符号で定まる次式の運動抵抗係数である． 
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4. 往復載荷試験 

式 (3)と式 (4)の妥当性を検証するために，最大振幅

20mm・最大減衰力 10kN の減衰装置を試作し，その往復

載荷試験を実施した．写真－1 に減衰装置の外観を示す．

長周期構造物の制震対策を前提とするため，載荷方法は振

動数 0.2Hz（周期 5sec.）の正弦波形とした．往復回数は 1

回(Test-A)，連続往復 10 回(Test-B)とした． 

表－1 に各摺動体の諸元を示す．摺動機構を構成する二

つの摺動体の材質はそれぞれ青銅鋳物(CAC406C)とステ

ンレス鋼(SUS304)とした．銅合金系の摺動材としては固体

潤滑作用のある鉛を含む青銅鋳物，リン青銅鋳物，鉛青銅

鋳物などが利用されているが，本研究が開発の初期段階で

あることを考慮して，入手が容易で廉価な青銅鋳物を用い

た．凹凸摺動機構の摺動面の勾配は 2%とした． 

別途実施した摺動試験で得られた凹凸摺動機構と平面

摺動機構の動摩擦係数は，それぞれ 0.23～0.35 の範囲に分

布した．摺動試験の振幅と平均摺動速度はそれぞれ 20mm

と 1.76mm/sec.とした．見かけの摺動面圧は，凹凸摺動機

構の場合と平面摺動機構の場合でそれぞれ 0.024N/mm2と

0.011N/mm2である． 

また，別途実施した荷重試験で得られた抵抗リングのば

ね定数は 37.5kN/mm であった．初期圧縮力として約 1.9kN 

表－1 各摺動体の諸元 

名称(記号)[材質] 面記号 
面幅×長さ

(mm×mm)
接触面積

(mm2) 

凹(2)[CAC406C] 
10b 72.2×220 14,916 

11b 33.9×220 14,916 

凸(3)[SUS304)] 
10a 67.8×300 - 

11a 36.6×300 - 

平面(5)[SUS304] - 145×300 
31,900 

平面(6)[CAC406C] - 145×220 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(リング変形 0.05mm)の与圧を導入した．ばね定数，摺動

面の勾配および最大変位 20mm から推定した凹凸摺動機

構の見かけの最大摺動面圧は 1.1 N/mm2，であり，平面摺

動機構のそれは 0.53 N/mm2 である． 

図－3 は，試験で得られた減衰装置の軸力と変位の履歴

曲線と，動摩擦係数を 0.23 として式(3)と式(4)で計算した

履歴曲線の比較である．図から両者は良く対応しているこ

とが確認できる．他の実験結果については発表当日に説明

する． 
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図－3 軸力と変位の履歴曲線 
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写真－1 振動減衰装置の外観 

側方軸力材 中央軸力材 U 型板ばね 

アクチュエータ先端 

荷重計

1185 mm 

反力はり
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